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奈良県保健医療計画及び
奈良県地域医療構想

奈良県高齢者福祉計画
及び第９期奈良県

介護保険事業支援計画

奈良県域地域福祉計画

　わが国の高齢者人口は、来る令和７年（2025年）には3,677万人となり、令和24年（2042年）にピ
ークを迎えると予測されています。中でも75歳以上人口が過去10年間で急速に増加しており、今後
令和17年（2035年）頃までは85歳以上人口が一貫して増加する見込みとなっています。またこれに伴
い、認知症高齢者の増加、高齢者の単独世帯や夫婦のみの世帯の増加といった課題に直面していま
す。
　介護保険法に基づく介護保険事業計画は第６期計画（平成27～29年度）において「地域包括ケ
ア計画」として位置づけられ、地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有す
る能力に応じ自立した日常生活を営むことを目指した「地域包括ケアシステム」の構築を推進して
きました。さらに第７期計画以降においては、地域包括ケアシステムの深化・推進により、高齢者のみ
ならず、障害者や子どもなどを含むすべての人を対象とした「地域共生社会」の実現を見据えた計画
となっています。
　第９期となる本計画では、いわゆる団塊の世代が75歳以上となり高齢者人口が増加することで社
会保障制度に大きな影響をもたらすとされてきた令和７年（2025年）を計画期間中に迎えます。さらに、
今後は現役世代の急減という局面に差し掛かり、これまで通念とされてきた「若い世代が社会保障を
支える」という構造から、「全世代で社会保障を支え、また社会保障で全世代を支える」という理念
のもと、全世代型の社会保障への転換が求められます。
　本市では、75歳以上人口のピークが令和10年（2028年）、また85歳以上人口のピークが令和19
年（2037年）になると推計されており、本計画においても中長期的な人口動態や介護ニーズの見込
み等を踏まえた柔軟な事業所整備を含む介護サービス基盤の整備と、介護人材の確保に取り組む必
要があります。以上に加えて、国が示す課題や方向性、本市の状況を踏まえ、高齢者が生きがいを持ち、
安心して暮らせる社会の実現に向け
て、中長期的な視点に立った目標と具体的な施策を明らかにした「御所市高齢者保健福祉計画及び
第９期介護保険事業計画」（以下、「本計画」または「第９期計画」という。）を策定します。

　本計画は、老人福祉法第20条の８に基づく市町村高齢者福祉計画と介護保険法第117条に基づ
く市町村介護保険事業計画とを一体的に策定するものです。
　また、本計画は本市のまちづくり全体の方向性を示した「御所市第６次総合計画」を上位計画として、
「御所市障害者福祉長期計画」「御所市障害福祉計画」「御所市障害児福祉計画」などとの連携を
図ります。
　さらに、本市は、県下の３保健福祉圏の東和・中和老人保健福祉圏に属しており、社会資源の状況
や地域の実情などにより、サービス確保が困難な場合には広域的な対応も必要なことから、奈良県高
齢者福祉計画及び第９期奈良県介護保険事業支援計画との整合性にも配慮します。

● 65歳以上の要介護・要支援認定を受けていない高齢者と要支援認定を受けている
　 高齢者を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の実施

● 要介護認定者とその介護者を対象とした「在宅介護実態調査」の実施

● 「御所市介護保険事業計画等策定審議会」における計画の審議

● 高齢者施策に関連する庁内関係課との連携

● 市民意見の募集と計画への反映

１ 計画の策定にあたって
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　本市の総人口は令和５年９月末時点で23,789人となっており、令和２年と比べて、1,426人の減少
となっています。今後も人口は減少する見込みとなっています。
　高齢化率をみると、令和５年９月末時点で42.0％となっており、年々上昇しています。また、全国・奈良
県と比較すると高い水準で推移し、年 そ々の差は広がっています。

　要介護・要支援者数はほぼ横ばいで推移していましたが、近年は減少傾向にあり、令和４年度は
2,127人となっています。
　認定率をみると、令和４年度は21.4%とほぼ横ばいとなっており、全国、奈良県より高い位置で推移
しています。

２ 高齢者を取り巻く現状

資料： 住民基本台帳（各年９月末）、推計人口はコーホート変化率法で推計

資料： 御所市　令和２年～令和５年:住民基本台帳（各年９月末）、令和６年以降：コーホート変化率法により推計

　　  全国、奈良県　令和２年：総務省統計局「国勢調査」、令和３年以降：国立社会保障問題研究所「日本の地

　　　域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 

※各年度末（3月末）時点

資料：厚生労働省 「介護保険事業状況報告」年報、令和4年は「介護保険事業状況報告」月報

１ 総人口及び高齢化率の推移

2 要介護（要支援）認定者・認定率の推移
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１ めざすまちの姿

２ 施策の体系

介護予防・日常生活支援
総合事業の推進

地域包括支援センターの
機能の充実

在宅医療・介護連携の推進

防災・感染症対策

高齢者の生きがいづくりと
社会参加への支援

① 人生100年時代を自分らしくいきいきと暮らす 健康寿命の延伸と
自立生活への支援

② 共生する地域の中で尊厳が保たれながら暮らす
　地域共生社会の実現

　   住み慣れた地域で人生の最期まで安心して暮らす   ③ 　切れ目のない
福祉・介護・医療サービスの提供

3 計画の基本的な考え方

健康増進・
生活習慣病予防の推進

基本施策 実施事業

実施事業

在宅生活を支援する
サービスの充実

基本施策

推進施策１ 健康づくり・社会参加を通じた介護予防の推進

推進施策２ 地域における包括的な支援体制づくり

認知症の予防、早期発見・
早期対応に向けた取組の推進

①認知症に関する理解の促進及び本人発信支援
②家族・介護者に対する支援

①認知症予防活動の推進
②認知症の早期診断・早期支援体制の充実

認知症バリアフリーの推進

基本施策 実施事業

推進施策3 認知症の方への対応と家族・介護者への支援

介護サービスの提供体制の充実

①住まいの環境整備支援
②住まいの確保支援

①居宅サービス、地域密着型サービスの充実
②施設サービスの提供体制の確保

高齢者の安心な住まいの確保

基本施策 実施事業

推進施策５ 高齢者の住まいと介護サービス基盤の充実

高齢者の権利擁護の推進

①高齢者虐待防止に関する普及啓発と虐待防止のための
　ネットワークの推進
②高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する
　法律に基づく対応

①権利擁護事業の取組
②消費者被害防止の推進
③老人福祉法第１１条に基づく老人保護措置

高齢者虐待の防止及び
早期発見

基本施策 実施事業

推進施策４ 高齢者の尊厳への配慮と権利擁護の推進

①介護支援専門員への支援
②介護サービス事業者等への支援と指導
③苦情処理体制整備
④介護人材の確保・育成に向けた支援
⑤業務効率化の推進

①要介護認定の適正化
②ケアプランの点検
③縦覧点検・医療情報との突合
④住宅改修等の点検
⑤福祉用具購入・貸与調査
⑥介護給付費通知

介護サービスの質の向上

介護給付適正化に向けた取組
「第６期介護給付適正化計画」

①介護保険制度の周知
②情報提供システムの活用

介護保険制度に関する
情報提供の充実

基本施策 実施事業

推進施策６ 介護保険制度の円滑な運営

①生きがいづくり支援事業の推進
②生きがいづくりを支援する施設の充実
③社会参加の支援
④敬老事業

①生活支援体制整備の推進
②在宅生活を支えるサービスの充実
③家族介護者への支援
④包括的な相談・見守り体制の充実

①避難行動要支援者対策の推進
②災害時に備えた対策の推進
③感染症対策の実施

①在宅医療・介護の支援体制の整備・推進
②ACP（人生会議）の普及啓発
③認知症施策との連携強化

①総合相談支援事業の充実
②相談支援の資質向上
③地域包括ケアシステムにかかる関係機関等との連携

①一般介護予防事業の充実
②介護予防・生活支援サービス事業の充実
③リハビリテーションサービス提供体制の分析と取組

①健康増進のための健康教育、健康相談の実施と推進
②生活習慣病予防、介護予防のための健（検）診等の実施と推進
③感染症による疾病の予防
④地区組織活動及び自主グループの育成・支援



１）生きがいづくり支援事業の推進
①　高齢者の生きがいと健康づくり推進事業
②　図書館資料の充実
③　公民館・文化交流センター教室・講座

２）生きがいづくりを支援する施設の充実
①　老人福祉センター
②　老人憩の家事業
③　介護予防センター

３）社会参加の支援
①　シルバー人材センター
②　関係機関・団体と連携した就業支援
③　ボランティアセンター

４）敬老事業
①　市長の高齢者表敬訪問
②　米寿のお祝い
③　高齢者ふれあいの集い

７ ８

１

2

3

健康づくり・社会参加を通じた介護予防の推進

元気なときから切れ目なく、住民が主体的に参加できる介護予防の環境づくりに努めます。

高齢者の要介護状態の発症予防に向けて、生活習慣病の重症化を含めた予防の取組と通
いの場等、介護予防の取組について連携を進めるため、保健事業と介護予防の一体的な実
施を推進します。

機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチはもとより、高齢者本人を取り巻く環境への
アプローチを行い、多様な社会参加や介護予防ができるバランスの取れた取組を推進します。

推進施策

４ 施策の展開

健康増進・生活習慣病予防の推進

１）健康増進のための健康教育、健康相談の実施と推進
①　健康教育
②　健康相談
③　訪問指導事業

２）生活習慣病予防、介護予防のための健(検)診等の実施と推進
①　特定健康診査
②　特定保健指導
③　後期高齢者健康診査
④　各種がん検診
⑤　骨粗しょう症検診・歯周疾患予防事業

３）感染症による疾病の予防
①　高齢者インフルエンザ予防接種
②　高齢者の肺炎球菌予防接種

４）地区組織活動及び自主グループの育成・支援
①　健康づくり推進員養成事業

１）一般介護予防事業の充実
１）－１　介護予防普及啓発事業
①　介護予防手帳、介護予防パンフレットの配布
１）－２　地域介護予防活動支援事業
①　住民主体の「通いの場」づくりの普及
②　地域住民グループ支援事業（友愛活動推進チーム）
１）－３　地域リハビリテーション活動支援事業
①　住民主体の「通いの場」へのリハビリ専門職等による助言
１）－４　保健事業と一体的に実施する介護予防事業の推進
①　地域の健康課題や対象者の把握
②　対象者に対するハイリスクアプローチの実施
③　対象者に対するポピュレーションアプローチの実施

２）介護予防・生活支援サービス事業の充実
①　訪問型サービス
②　通所型サービス
③　介護予防ケアマネジメント

３）リハビリテーションサービス提供体制
①　提供体制の分析と取組

具体的な取組

１

施策の方向性

介護予防・日常生活支援総合事業の推進

高齢者の生きがいづくりと社会参加への支援
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１

地域における包括的な支援体制づくり推進施策

在宅生活を支援するサービスの充実

具体的な取組

２

施策の方向性

施策の方向性

ひとり暮らしなどで日常的に見守りが必要な高齢者に、生活支援サービスを提供し、高齢者
が自立した生活を送ることができるよう支援します。

多様化・複雑化する生活課題に対応できるよう、地域包括支援センターの体制の充実に努め
るとともに、多職種間の連携（ネットワーク）を推進します。

地域住民が主体となって地域の互助を高め、地域全体で高齢者の生活を支える体制づくりを
推進します。

平常時だけでなく災害・緊急時でも、安全・安心なまちづくりを推進し、誰もが安心して生活し
活動できる社会をめざします

１）生活支援体制整備の推進
①　協議体の設置

２）在宅生活を支えるサービスの充実
①　まちかど相談室（在宅介護支援センター等）
②　総合事業担い手養成講座
③　在宅高齢者「食」の自立支援事業
④　御所市ひとり暮らし高齢者等緊急通報装置貸与事業
⑤　救急医療情報キット
⑥　軽度生活援助事業
⑦　御所市ひとり暮らし乳酸菌飲料等配付事業
⑧　御所市誤発進防止装置設置費助成金交付事業
⑨　御所市特殊詐欺等防止対策機器購入費助成金事業

３）家族介護者への支援
①　家族介護教室
②　家族介護用品支給事業

４）包括的な相談・見守り体制の充実
①　防火・防災訪問（御所市女性消防団員による高齢者宅訪問）
②　民間事業者との連携

2 地域包括支援センターの機能の充実

１）総合相談支援事業の充実
①　総合相談支援事業（初期段階での相談対応）
②　総合相談支援事業（継続的・専門的な総合支援）

２）相談支援の資質向上
①　介護支援専門員の資質の向上

３）地域包括ケアシステムにかかる関係機関等との連携強化
①　包括的・継続的なケア体制の構築業務
②　地域ケア会議の充実

3 在宅医療・介護連携の推進

１）在宅医療・介護の支援体制の整備・推進
①　医療介護関係者の情報共有、相談支援の推進
②　切れ目のない在宅医療と介護の提供体制構築推進

２）ＡＣＰ（人生会議）の普及啓発

３）認知症施策との連携強化

4 防災・感染症対策

１）避難行動要支援者対策の推進

２）災害時に備えた対策の推進

３）感染症対策の実施
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１

２

認知症の方への対応と家族・介護者への支援推進施策

認知症バリアフリーの推進

具体的な取組

３ 高齢者の尊厳への配慮と権利擁護の推進推進施策 ４

施策の方向性

令和元年(2019年)６月に発出された「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の早期発見・
早期対応のための市民理解をはじめ、「認知症バリアフリー」に取り組み、認知症の方やその
家族の視点に立って地域全体で見守り、支える地域づくりを推進します。

認知症サポーターの養成等を通じた認知症に関する理解促進や相談先の周知、認知症の
方本人からの発信支援に取り組みます。

認知機能低下のある方（軽度認知障がいを含む）や認知症の方に対して、早期発見・早期対
応が行えるよう、かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期
集中支援チーム等のさらなる質の向上や、認知症疾患医療センターとの連携強化を図ります。

認知症の方が安心して外出できる地域の見守り体制や認知症サポーター等を認知症の方や
その家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み（「チームオレンジ」）の構築
を進めます。

認知症の方やその家族の負担軽減や生活と介護の両立が図れるよう、介護者への支援を
推進します。

施策の方向性

高齢者の虐待防止について、市民や関係機関に分かりやすい広報・啓発活動を行い、虐待
の未然防止や早期発見・早期対応を図るとともに、相談・支援体制の充実を図ります。

成年後見制度について周知し利用促進を図り、高齢者の権利、財産が守られる支援体制の
充実を図ります。

１）認知症に関する理解の促進及び本人発信支援
①　認知症サポーター養成講座
②　認知症の方やその家族、認知症サポーター等のメッセージ発信

２）家族・介護者に対する支援
①　地域支援体制の強化
②　認知症カフェの充実化
③　チームオレンジの活動推進

認知症の予防、早期発見・早期対応に向けた取組の推進

１）認知症予防活動の推進

２）認知症の早期診断・早期支援体制の充実
①　認知症を巡る地域連携の充実
②　認知症初期集中支援チームの設置
③　認知症ケアパスの作成

１ 高齢者虐待の防止及び早期発見

１）高齢者虐待防止に関する普及啓発と虐待防止のためのネットワークの推進
①　御所市虐待防止ネットワーク

２）高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律に
　 基づく対応
①　高齢者虐待への対応
②　虐待の（再発）防止

２ 高齢者の権利擁護の推進

１）権利擁護事業の取組
①　成年後見制度利用促進
②　福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）の利用支援

２）消費者被害防止の推進
①　消費生活相談事業

３）老人福祉法第11条に基づく老人保護措置
①　養護老人ホームへの入所等
②　生活管理指導短期宿泊事業

具体的な取組
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１

２

高齢者の住まいと介護サービス基盤の充実推進施策

高齢者の安心な住まいの確保

具体的な取組

５ 介護保険制度の円滑な運営推進施策 ６

施策の方向性

住み慣れた地域で在宅生活を続けられるよう、高齢者の実態やニーズを踏まえた上で、生活
の基盤となる住まいの確保を図ります。

居宅サービスを中心とした介護サービスの整備・充実を推進します。特に医療的なケアが
必要な人や、認知症の方に適切なサービスが提供されるよう、居宅サービスと地域密着型
サービスの基盤整備を進めます。

施策の方向性

介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする過不足のないサー
ビスを事業者が適切に提供するよう促し、適切なサービスの確保と介護給付の効率化を通じ
て介護保険制度への信頼を高めます。

介護人材不足の状況を踏まえて、必要となる介護人材の確保に向け、県等と連携し取り組み
ます。住み慣れた地域で在宅生活を続けられるよう、高齢者の実態やニーズを踏まえた上で、
生活の基盤となる住まいの確保を図ります。

１）住まいの環境整備支援
①　住宅改修支援事業

２）住まいの確保支援
①　高齢者住まいの安定確保
②　多様な住まいの確保

介護サービスの提供体制の充実

１）居宅サービス、地域密着型サービスの充実
①　（看護）小規模多機能型居宅介護施設の整備

２）施設サービスの提供体制の確保

１ 介護保険制度に関する情報提供の充実

１）介護保険制度の周知
①　介護保険制度の周知

２）情報提供システムの活用
①　介護サービス情報公表システム活用の推進

２ 介護サービスの質の向上

１）介護支援専門員への支援
２）介護サービス事業者等への支援と指導
３）苦情処理体制整備
４）介護人材の確保・育成に向けた支援
５）業務効率化の推進

３ 介護給付適正化に向けた取組「第６期介護給付適正化計画」

１）要介護認定の適正化

２）ケアプランの点検

３）縦覧点検・医療情報との突合

４）住宅改修等の点検

５）福祉用具購入・貸与調査

６）介護給付費通知

具体的な取組
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１ 保険料算定の流れ

２ 介護保険事業に必要な総給付費の見込み
５介護保険サービスの事業費の見込みと保険料の設定

１
人口及び被保険者数の推計

計画期間中の性別・年齢階級別の人口及び被保険者数を推計

２

要介護・要支援認定実績から将来の性別・年齢階級別の認定率を推計

要介護・要支援認定者数の推計

３

要介護・要支援認定者の推計人数、施設・居住系サービスの利用実績と今後予定
する整備量を踏まえ、施設・居住系サービスの利用者数を推計

施設・居住系サービス利用者数及び給付費の見込み

４

地域密着型サービスの整備計画や、これまでの居宅サービスの給付実績を踏まえ、
利用者及び利用見込量を推計

居宅サービス等の利用者数・利用量及び給付費の見込み

５

介護予防・日常生活支援総合事業費や包括的支援事業費・任意事業費を見込み、
地域支援事業に係る費用を推計

地域支援事業にかかる費用の見込み

６

介護保険の運営に必要な費用や被保険者数の見込みとともに、第１号被保険者の
保険料基準額を設定

第１号被保険者の保険料基準額の設定

　第９期計画期間である令和６年度(2024年度)から令和８年度(2026年度)まで、及び令和12年度
(2030年度)～令和32年度(2050年度)における要介護・要支援認定者に対するサービスの提供に
要する給付費の見込額は次のとおりです。

予防給付（在宅サービス）

介護予防訪問
入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリ
テーション
介護予防居宅療養
管理指導
介護予防通所リハビリ
テーション
介護予防短期入所
生活介護
介護予防短期入所
療養介護（老健）
介護予防短期入所
療養介護（病院等）
介護予防短期入所
療養介護（介護医療院）
介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉
用具購入費
介護予防住宅改修

介護予防支援

介護予防小規模
多機能型居宅介護

（１）居宅サービス

８期計画（実績値） ９期計画 参考

（２）地域密着型サービス
介護予防認知症
対応型通所介護

※給付費は年間累計の金額。

介護予防特定施設
入居者生活介護

予防給付（施設・居住系サービス）

介護予防認知症
対応型共同生活介護
（グループホーム）

８期計画（実績値） ９期計画 参考

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

※給付費は年間累計の金額。
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※端数処理の関係でサービス別金額の合計と一致しない場合があります。

在宅サービス
居住系サービス

在宅サービス

居住系サービス

施設サービス

予防
給付

介護
給付

８期計画（実績値）

合計

９期計画

総給付費の推計

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

（３）施設サービス

認知症対応型
共同生活介護
（グループホーム）

８期計画（実績値） ９期計画 参考

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活
介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護
地域密着型介護老人
福祉施設入所者
生活介護

介護給付（施設・居住系サービス）

2023年度末に介護療養型医療施設廃止
→介護医療院（または医療施設）へ移行

※給付費は年間累計の金額。

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

８期計画（実績値） ９期計画 参考

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護
短期入所療養介護
（老健）
短期入所療養介護
（病院等）
短期入所療養介護
(介護医療院)

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

小規模多機能型居宅
介護

認知症対応型
通所介護

看護小規模多機能型
居宅介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

居宅介護支援

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

介護給付（在宅サービス）

※給付費は年間累計の金額。
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介護保険料算出プロセス

　介護保険事業にかかる給付費は、サービス利用時の利用者負担を除いて、保険料と公費が50％ず
つを占めています。
　被保険者負担率は社会全体の年齢別人口により決定され、標準給付費見込額と地域支援事業費
見込額の合計額の23％を第１号被保険者（65歳以上の方）、27％を第２号被保険者（40～64歳の
方）が負担することになります。
　また、公費における負担割合は、基本的には国が25％（うち、調整交付金として５％）、県が12.5％、
市が12.5％となっています。

　第１号被保険者の負担割合（23％）、予定保険料収納率（99.1％）、所得段階別加入割合補正後
被保険者数、調整交付金、介護給付費準備基金取崩額等の影響を勘案し算出した本計画期間中の
保険料基準額は、以下のとおりとなります。

３ 第１号被保険者の保険料

1 介護保険料額の算出の考え方

2 第１号被保険者保険料基準額の算定

①標準給付費＋地域支援事業費合計見込み額（令和６年度～８年度）11,034,108千円

②第１号被保険者負担分相当額（令和６年度～８年度）2,537,845千円（①の23％）

④収納率（99.1％）で補正後　　　　　　　　　　　　　　　　　2,108,416千円

⑥保険料基準額　　月額：6,500円（年額：78,000円）

⑤所得段階別加入割合補正後被保険者数：　27,032人
　（基準額の割合によって補正した令和６年度～８年度までの被保険者数）

③保険料収納必要額 第１号被保険者負担分相当額        　2,537,845千円
＋）調整交付金相当額　　　　　　　537,081千円
－）調整交付金見込み額　　　　　　909,486千円
－）介護給付費準備基金取崩額　　　　55,000千円
－）保険者機能推進交付金等見込額　　21,000千円

※端数処理の関係で算出結果が一致しない場合があります。

保険料収納必要額　　　　　　2,089,440千円

≒

÷

（単位：千円）

９期計画
合計

高額介護サービス費等給付額
（財政影響額調整後）

（2026）（2025）（2024）

特定入所者介護サービス費等給付額
（財政影響額調整後）

総給付費

算定対象審査支払手数料

標準給付見込額

高額医療合算介護サービス費等給付額

標準給付費見込額

（単位：千円）

９期計画
合計

（2024） （2025） （2026）

地域支援事業費

地域支援事業費の推計

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

包括的支援事業（地域包括支援
センターの運営）及び任意事業費
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４ 計画の進行管理

　第１号被保険者の保険料は、第９期計画期間に見込まれる介護保険事業費の所定負担割合を賄
えるように設定することになります。
　本市では、第１号被保険者の所得段階別保険料を次のとおり13段階で設定しました。

　本計画の介護給付、地域支援事業等の進行状況の管理及び課題の抽出については、今後とも
「御所市介護保険事業計画等策定審議会」や「地域包括支援センター運営協議会」等において定
期的に計画の取組状況を把握し、施策の評価や見直しについての協議を行い、ＰＤＣＡサイクルに基
づいて本計画の着実な推進を図っていきます。
　また、そこで得られた評価や課題については、今後の運営に反映させ、適正な事業実施を図り、計画
の見直し等に資するものとします。

3 所得段階別保険料

CHECK
（点検・評価）

ACTION
（見直し）

DO
（実行）

PLAN
（計画）

PDCAサイクル

※(    )内は、低所得者の保険料軽減適用後の乗率（金額）。

段 階 料率 
保険料  
(月額 ) 

 
年

保険料

( 額) 
対 象 者 

第１段階 
基準額 

×0.455 

（×0.285） 

2,958 円 
（1,853 円） 

35,400 円 
（22,200円） 

生活保護を受給している人 

世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受けている人 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年

金収入額が 80 万円以下の人 

第２段階 
基準額 

×0.685 

（×0.485） 

4,453 円 
（3,153 円） 

53,400 円 
（37,800円） 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年

金収入額が 80 万円を超え 120 万円以下の人 

第３段階 
基準額 

×0.69 

（×0.685） 

4,485 円 
（4,453円） 

53,800 円 
（53,400円） 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年

金収入額が 120 万円を超えている人 

第４段階 
基準額 

×0.90 
5,850 円 70,200 円 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民税非

課税で、前年の合計所得金額＋課税年金収入額が 80 万円

以下の人 

第５段階 
（基準額） 

基準額 

×1.00 
6,500 円 78,000 円 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民税非

課税で、前年の合計所得金額＋課税年金収入額が 80 万円

を超えている人 

第６段階 
基準額 

×1.20 
7,800 円 93,600 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未

満の人 

第７段階 
基準額 

×1.30 
8,450 円 101,400 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以

上 210 万円未満の人 

第８段階 
基準額 

×1.50 
9,750 円 117,000 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円以

上 320 万円未満の人 

第９段階 
基準額 

×1.70 
11,050 円 132,600 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円以

上 420 万円未満の人 

第 10 段階 
基準額 

×1.90 
12,350 円 148,200 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 420 万円以

上 520 万円未満の人 

第 11 段階 
基準額 

×2.10 
13,650 円 163,800 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 520 万円以

上 620 万円未満の人 

第 12 段階 
基準額 

×2.30 
14,950 円 179,400 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 620 万円以

上 720 万円未満の人 

第 13 段階 
基準額 

×2.40 
15,600 円 187,200 円 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 720 万円以

上の人 

 

第９期所得段階別保険料


